情報公開とプライバシーの保護について

２００９．０１．１５　発表者　恩田、小田、金山、津田

[問]　次の各場合に掲げる情報について、Ａ県情報公開条例（仮）に基づいて情報公開が請求された場合に、その公開が許されるべきか、考えよ。また、公開が許される情報と許されない情報が混在していると考えるならば、指摘せよ。
1．A県知事Bが支援団体の代表者Cとある料亭で会合した。これについて支援団体名（代表者名）・会合場所（料亭名）・知事の支払った会費。

2．知事Bは元市議会議員Dが肺炎で入院したため、見舞いをし、見舞金を支出した。これについて市議会議員名・見舞金の額。

3．A県は生活保護支給を実施している。これについて受給者名・住所・受給額。
Ａ県の情報公開条例（仮）

（目的） 

第一条 　この法律は、国民主権の理念にのっとり、行政文書の開示を請求する権利につき定めること等により、行政機関の保有する情報の一層の公開を図り、もって政府の有するその諸活動を国民に説明する責務が全うされるようにするとともに、国民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な行政の推進に資することを目的とする。

（開示請求権） 

第三条 　何人も、この法律の定めるところにより、行政機関の長（前条第一項第四号及び第五号の政令で定める機関にあっては、その機関ごとに政令で定める者をいう。以下同じ。）に対し、当該行政機関の保有する行政文書の開示を請求することができる。

（行政文書の開示義務） 

第五条 　行政機関の長は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、開示請求者に対し、当該行政文書を開示しなければならない。 

一 　個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。

イ　法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報

ロ　人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報

ハ　当該個人が公務員等（国家公務員法 （昭和二十二年法律第百二十号）第二条第一項 に規定する国家公務員（独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三号）第二条第二項 に規定する特定独立行政法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律 （平成十三年法律第百四十号。以下「独立行政法人等情報公開法」という。）第二条第一項 に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法 （昭和二十五年法律第二百六十一号）第二条 に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人（地方独立行政法人法 （平成十五年法律第百十八号）第二条第一項 に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分

（二号以下略）

（部分開示） 

第六条 　行政機関の長は、開示請求に係る行政文書の一部に不開示情報が記録されている場合において、不開示情報が記録されている部分を容易に区分して除くことができるときは、開示請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示しなければならない。ただし、当該部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認められるときは、この限りでない。 

２ 　開示請求に係る行政文書に前条第一号の情報（特定の個人を識別することができるものに限る。）が記録されている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の特定の個人を識別することができることとなる記述等の部分を除くことにより、公にしても、個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。

判例

最判平６年１月２７日民集４８巻１号５３頁

事案　

大阪府の住民らは大阪府公文書公開等条例に基づき、同府知事に対して交際費についての公文書の公開を請求した。知事は交際費の執行の内容を明らかにした文書につき、同条例９条１号に当たるという理由で、非公開決定を下した。これに対し住民らは異議申し立てをしたが、棄却されたため取り消し訴訟を提起した。

判旨

・・・本件における知事の交際は、それが知事の職務としてされるものであっても、私人である相手方にとっては、私的な出来事と言わなければならない。・・・相手方となった詩人としては、懇談の場合であると、慶弔等の場合であるとを問わず、その具体的な費用、金額等までは一般に他人に知られたくないと望むものであり、そのようなことは正当であると認められる。そうすると、このような交際に関する情報は、その交際の性質、内容等からして、交際内容等が一般に披露されることがもともと予定されるものを除いては、[９条１]号に該当するというべきである。・・・

大阪府公文書公開等条例
９条１号（公開してはならない文書）
個人の思想・・・健康状態・・・住所、所属団体・・・に関する情報・・・であって、特定の個人が識別されうるもののうち、一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められるもの。
参考文献

宇賀克也『情報公開の理論と実務』（有斐閣、２００５）

松井茂記『情報公開法』（有斐閣、２００１）

[image: image1.emf]
